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＜背景／課題＞ 

農林水産・食品産業分野において、技術革新に繋がる研究開発を推進し、研究成果を

活用した６次産業の創出を促すには、地域における産学連携活動の支援を通じ、共同研

究の参画機関を増大させ、異分野の関係者との連携を強化することが必要。 

 

 

 

 

 

＜内容＞ 

（１）地域産学連携支援事業 

全国６地域にて以下の業務を実施し、新技術開発促進のための新たな産学連携

の形成を支援。 

 

① 農林水産・食品産業分野における高度な専門的知識を有する２名のコーデ

ィネーターを新たに確保し、地域の大学、試験場、企業等に対し、週数日

程度派遣。研究のタネの発掘、異分野を含む多数の機関のマッチング、共

同研究グループの形成等を支援。 

 

② 農林水産・食品産業分野の大学、試験場、企業等の職員１５名程度を非常

勤コーディネーターとして委嘱し地域の企業等に１０日程度派遣。共同研

究課題への異分野の機関や企業の参加を促進し、新技術開発に向けた産学

連携の裾野を拡大。 

 

③ 事業化可能性調査、技術交流展示会やセミナーを実施。 

 

（２）産学連携人材育成支援事業 

  農林水産・食品産業分野の新技術開発促進のため、産学連携活動を担う人材

の育成研修を実施。 

 

＜実施主体＞  民間団体等 

＜実施期間＞  平成２２年度～平成２７年度 

 

[担当課：農林水産技術会議事務局研究推進課 ０３－３５０２－５５３０（直通）] 

共同研究の参画機関を２倍に、特に民間企業の参画機関を５倍に増大するため、

地域ごとにコーディネーターを配置し、産学連携活動を一体的に支援 

事業のポイント 

地域における産学連携活動の支援を通じた６次産業の創出 

政策目標 

 



地域における産学連携支援事業

（１） 地域の産学連携活動を支援

① 新たにコーディネーターを雇用し、大学／試験場／企業等に派遣
（全国６地域で 2 名程度を雇用し、週数日程度派遣） （全国で 12 名程度を確保）

② 大学／試験場／企業等の職員をコーディネーターとして委嘱
（全国６地域で 15 名×10日程度の委嘱） （全国で 90名程度を確保）

③ 地域の民間団体による産学連携活動を支援

（２） 事業化可能性調査の実施 （100万円×2課題程度）

（３） 技術交流展示会の開催

（４） 産学連携人材育成のための研修を実施

地域においてコーディネーターにより産学連携活動を支援事業内容

（委託先： 民間企業等）

政策目標

・地域において新たな産学連携を形成

・農林水産・食品産業分野の産業規模を拡大

・共同研究の参画機関を ２倍に増大
（622 機関 → 1,372 機関）

（特に民間企業については５倍に増大
（147 社 →  750 社））

想定される事業効果
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